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意見提出者 個人 

 
１．項目 著作権検閲・ストライクポリシー 
２．既存の制

度・規制等

によってＩ

ＣＴ利活用

が阻害され

て い る 事

例・状況 

 まだ実施されてはいないと思われるが、総務省の 「利用者視点を踏まえ

たＩＣＴサービスに係る諸問題に関する研究会」において、携帯電話にお

いてダウンロードした音楽ファイルを自動検知した上でそのファイルのア

クセス・再生制限を行うという、日本レコード協会の著作権検閲の提案が

取り上げられている。 
 
 同じく、著作権検閲に流れる危険性が極めて高い、フランスで今なお揉

めているネット切断型のストライクポリシー類似の、ファイル共有ソフト

を用いて著作権を侵害してファイル等を送信していた者に対して警告メー

ルを送付することなどを中心とする電気通信事業者と権利者団体の連携に

よる著作権侵害対策が、警察庁、総務省、文化庁などの規制官庁が絡む形

で進められており、さらに、ストライクポリシーの導入の検討を著作権団

体が求めている。 
 
 しかし、通信の秘密という基本的な権利の適用は監視の位置がサーバー

であるか端末であるかによらないものであること、特に、機械的な処理で

あっても通信の秘密を侵害したことには変わりはないとされ、通信の秘密

を侵害する行為には、当事者の意思に反して通信の構成要素等を利用する

こと（窃用すること）も含むとされていることを考えると、日本レコード

協会が提案している違法音楽配信対策は、明らかに通信の秘密を侵害する

ものであり、さらに、憲法に規定されている表現の自由（情報アクセス権

を含む）や検閲の禁止に明らかに反するものとして、このような技術によ

る著作権検閲に他ならない対策は決して導入されてはならないものであ

る。 
 
 また、本来最も基本的なプライバシーに属する個人端末中の情報につい

て、内容を自動検知し、アクセス制限・再生禁止等を行うことは、それ自

体プライバシー権を侵害するものであり、プライバシーの観点からも、こ

のような措置は導入されるべきでない。 
 
 付言すれば、日本レコード協会の携帯端末における違法音楽配信対策は、

建前は違えど、中国でＰＣに対する導入が検討され、大騒ぎになった末、

今現在導入が無期延期されているところの検閲ソフト「グリーン・ダム」

と全く同じ動作をするものであるということを政府にははっきりと認識し

てもらいたい。このような検閲ソフトの導入については、日本も政府とし

て懸念を表明しているはずであり、自由で民主的な社会において、このよ

うな技術的検閲が導入されることなど、絶対許されないことである。 
 
 このような提案は、通信の秘密や検閲の禁止、表現の自由、プライバシ

ーといった個人の基本的な権利をないがしろにするものである。日本レコ

ード協会が提案している、検閲に該当するこのような対策は絶対に導入さ
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れるべきでなく、また技術支援・実証実験等として税金のムダな投入がな

されるべきではない。 
 
 警告メールの送付とネット切断を中心とする、著作権検閲機関型の違法

コピー対策である３ストライクポリシーについても、２００９年６月に、

フランス憲法裁判所によって、インターネットのアクセスは、表現の自由

に関係する情報アクセスの権利、つまり、最も基本的な権利の１つとして

とらえられるものであるとして、著作権検閲機関型の３ストライクポリシ

ーは、表現の自由・情報アクセスの権利やプライバシーといった他の基本

的な権利をないがしろにするものとして、真っ向から否定された。フラン

スでは今なおストライクポリシーに関して揉め続けているが、日本におい

ては、このようなフランスにおける政策の迷走を他山の石として、このよ

うに表現の自由・情報アクセスの権利やプライバシーといった他の基本的

な権利をないがしろにする対策を絶対に導入しないこととするべきであ

り、警察庁などが絡む形で検討が行われている違法ファイル共有対策につ

いても、通信の秘密やプライバシー、情報アクセス権等の国民の基本的な

権利をきちんと尊重する形で検討を進めることが担保されなくてはならな

い。 
 
 これらの提案や検討からも明確なように、違法コピー対策問題における

権利者団体の主張、児童ポルノ法規制強化問題・有害サイト規制問題にお

ける自称良識派団体の主張は、常に一方的かつ身勝手であり、ネットにお

ける文化と産業の発展を阻害するばかりか、インターネットの単純なアク

セスすら危険なものとする非常識なものばかりである。今後は、このよう

な一方的かつ身勝手な規制強化の動きを規制するため、憲法の「表現の自

由」に含まれ、国際人権Ｂ規約にも含まれている国民の「知る権利」を、

あらゆる公開情報に安全に個人的にアクセスする権利として、通信法に法

律レベルで明文で書き込むこと検討するべきである。同じく、憲法に規定

されている検閲の禁止から、技術的な著作権検閲やストライクポリシー、

サイトブロッキングのような技術的検閲の禁止を通信法に法律レベルで明

文で書き込むことを検討するべきである。 
 

３．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の根

拠 

－ 

４．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の見

直しの方向

性について

の提案 

・憲法の「表現の自由」に含まれ、国際人権Ｂ規約にも含まれている国民

の「知る権利」を、あらゆる公開情報に安全に個人的にアクセスする権利

として、通信法に法律レベルで明文で書き込むこと、及び、憲法に規定さ

れている検閲の禁止から、技術的な著作権検閲やストライクポリシー、サ

イトブロッキングのような技術的検閲の禁止を通信法に法律レベルで明文

で書き込むことを検討する。 
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・閣議決定により、日本レコード協会が提案している、日本版著作権グリ

ーン・ダム計画について技術支援・実証実験等として税金のムダな投入を

行わないこととする。 
 
・同じく閣議決定により、警察庁などが絡む形で進められている違法ファ

イル共有対策についても、通信の秘密やプライバシー、情報アクセス権等

の国民の基本的な権利をきちんと尊重する形で検討を進めることを担保す

る。 
 

 


